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金融監督等にあたっての留意事項について －事務ガイドライン－（第２分冊：保険会社関係） 

現   行 改  正  後 
 

１ 共通事項 

 

１－１１ 相互会社について 

 

１－１１－１ 相互会社の基本的な考え方 

 

相互会社については、保険会社の公共性及び保険契約者等の保護

の観点から、事業の透明性を高めるとともに経営チェック機能の充

実が求められている。したがって、相互会社の運営においての留意

事項を以下のとおり定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 共通事項 

 

１－１１ 相互会社について 

 

１－１１－１ 相互会社の基本的な考え方 

 

相互会社については、保険会社の公共性及び保険契約者等の保護

の観点から、事業の透明性を高めるとともに経営チェック機能の充

実が求められている。 

総代会は、社員総会に代わる会社の最高意思決定機関として位置

づけられており、社員の代表である総代の人選は、社員の意思が反

映されていると社員から信認が得られていることが重要である。 

選出にあたっては、これまで重視されてきた総代会の出席率や総

代自身の見識等も重要な要素ではあるが、社員の代表を選出すると

の趣旨を損なうものであってはならないことに留意する必要があ

る。また、選出プロセスは会社からの独立性が確保されている必要

がある。 

同時に、総代会の議事等についてインターネット等も活用してデ

ィスクロージャーの充実を図るなど、ガバナンスに係る情報提供等

を拡充することが適当である。 

また、社員の意思を総代会に反映させるため、各社が自主的に設

置している契約者懇談会の活性化と総代会との連携を進めていく

ことが適当である。 

以上を踏まえて、相互会社の運営においての留意事項を以下のと

おり定める。 
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現   行 改  正  後 
 

 

１－１１－１－１ 総代の選出 

 

（１） 総代数及びその数を適正とする考え方が説明書類に記載さ

れているか。 

（注） 説明書類の総代会に関する箇所には、その内容について

の意見の送付先が明記されているか留意する。 

 

（２） 総代の選考方法（選考手続及び選考基準を含む。）が説明

書類に記載されているか。 

（注１） 総代になることを希望する社員に対する総代候補者に

選出され得る方策の有無を含む選考方法の概要及び当該

選考方法を採用している考え方・理由が併記されている

か留意する。 

（注２） 説明書類の総代会に関する箇所には、その内容につい

ての意見の送付先が明記されているか留意する。 

 

（３） 上記(1)及び(2)について、定時総代会の都度、説明が行わ

れているか。 

 

（４） 主な保険種類別、職業別、年齢別及び地域別の各区分によ

る総代の構成並びに社員全体の構成が説明書類に記載されて

いるか。 

（新設） 

 

（注１） 保険種類別については、生命保険会社の場合は、個人

保険・個人年金保険に属する保険種類ごとの契約件数ベ

ースでの記載で差し支えない。また、社員全体に係る保

 

 

１－１１－１－１ 総代の選出 

 

（１） 総代数及びその数を適正とする考え方が説明書類に明確か

つ平易に示されているか。 

（注） 説明書類の総代会に関する箇所には、その内容について

の意見の送付先が明記されているか留意する。 

 

（２） 総代の選考方法（選考手続及び選考基準を含む。）が説明

書類に明確かつ平易に示されているか。 

（注１） 総代になることを希望する社員に対する総代候補者に

選出され得る方策の有無を含む選考方法の概要及び当該

選考方法を採用している考え方・理由が併記されている

か留意する。 

（注２） 説明書類の総代会に関する箇所には、その内容につい

ての意見の送付先が明記されているか留意する。 

 

（３） 上記(1)及び(2)について、定時総代会の都度、説明が行わ

れているか。 

 

（４） 主な保険種類別、職業別、年齢別、社員資格取得時期別及

び地域別の各区分による総代の構成並びに社員全体の構成が

説明書類に明確かつ平易に示されているか。 

（注１） 総代の構成について、特定の業界への偏りがないか留

意する。 

（注２） 保険種類別については、生命保険会社の場合は、個人

保険・個人年金保険に属する保険種類ごとの契約件数ベ

ースでの記載で差し支えない。また、社員全体に係る保
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現   行 改  正  後 
険種類ごとの契約件数については、これが説明書類で別

途記載されている場合には、それによることとして差し

支えない。 

（注２） 職業別については、社員の職業別のデータが更新・保

存されていない場合には、総代の職業別の構成のみの記

載で差し支えない。 

 

 

（５） 総代候補者選考委員会の機能を充実するためどのような措

置が講じられているか。 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

 

 

（６） 総代候補者選考過程及び信任投票の実施において公正の確

保、透明性の向上のためにどのような措置が講じられている

か。 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

険種類ごとの契約件数については、これが説明書類で別

途記載されている場合には、それによることとして差し

支えない。 

（注３） 職業別・社員資格取得時期別については、社員の職業

別・社員資格取得時期別のデータが更新・保存されてい

ない場合には、総代の職業別・社員資格取得時期別の構

成のみの記載で差し支えない。 

 

（５） 総代候補者選考委員会の機能を充実するためどのような措

置が講じられているか。 

（注１） 選考委員会の委員の人選については、総代候補者の公

正な選考に資するとの観点から、総代会において十分な

審議がなされているか留意する。 

（注２） 選考委員会は、総代候補者の具体的な選考方針を、社

員に明確かつ平易に説明しているか留意する。 

（注３） 事務局については、会社からの独立性を確保し、選考

委員会の指示なく事務局が選考作業を行うことがない

等、選考委員会の指示・判断の下で業務を遂行している

か留意する。 

 

（６） 総代候補者選考過程において、公正の確保、透明性の向上

のために、どのような措置が講じられているか。また、事業

運営に対する参加意識のある社員に開かれたものとするとの

観点から、どのような措置がとられているか。 

（注１） 総代は社員の代表として選出するとの趣旨に鑑み、選

考段階において既に社員である者のうちから総代候補者

を選出しているか留意する。 

（注２） 契約者懇談会の出席者から一定割合の総代候補者を選

出する等、選考方法の多様化が図られているか留意する。
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現   行 改  正  後 
 

 

 

（新設） 

 

 

 

（７） 総代の任期は８年を目安とされているか。 

 

 

１－１１－１－２ 総代会 

 

総代会の経営チェック機能を向上させるため、保険会社において

次のような措置が講じられているか。 

 

（１） 総代会においては、事業報告書に記載のある事項と併せて、

ソルベンシー・マージン比率等についての報告が行われてい

ること。生命保険会社においては、基礎利益及び逆ざやの状

況についての報告が行われていること。 

（注） 株式会社形態の保険会社においても、株主総会において、

同様の報告が行われているかどうかに留意する。 

 

（２） 総代会における剰余金処分の決議の際には、法第５８条第

２項に基づき定款に定める社員配当比率の下限及び実際の

社員配当比率と、各社の資本基盤の充実のための方策との関

係について説明が行われていること。 

 

（３） 総代会開催時以外においても、総代に対し経営状況を把握

するに足る情報提供が適切に行われていること。また、総代

また、多様化を図る中で、総代数についても適切な水準

を選択しているか留意する。 

 

（７） 信任投票に当たって、総代候補者の所信あるいは選考委員

会による各人選に係る趣旨説明等、各総代候補者に関する判

断材料の充実が図られているか。 

 

（８） 総代の任期は８年を目安とされているか。 

 

 

１－１１－１－２ 総代会 

 

（同左） 
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現   行 改  正  後 
からの意見等の収集策を策定し、総代に対し当該収集策を周

知する措置が講じられていること。 

 

（４） 総代会の傍聴を希望する社員に対しその機会を付与すると

ともに、総代会の直前又は直後において会社に対する意見・

質問等の機会が設けられていること。また、社員に対し当該

傍聴制度を周知する措置が講じられていること。 

 

 

 

（５） 総代会の議事録には、各議決事項についての賛成数、反対

数等が明記されるとともに、主な賛成意見及び反対意見が記

載されていること。 

 

 

（６） 総代会の議事録が、インターネットのホームページの活用

等により社員に対し開示されていること。 

 

 

１－１１－１－３ 契約者懇談会等 

 

（１） 契約者懇談会が、総代会に先立って開催され、契約者から

出された主な意見・質問等が総代会において報告されている

か。 

 

（注） 上記事項は、平成 15 年４月１日以降に開催される定時総

代会について適用する。 

 

（２） 契約者に対し契約者懇談会の開催を周知する措置が講じら

 

 

 

（４） 総代会の傍聴を希望する社員に対しその機会を付与すると

ともに、総代会の直前又は直後において会社に対する意見・

質問等の機会が設けられていること。また、社員に対し当該

傍聴制度を周知するために、店頭における掲示、契約者宛の

通知の利用、インターネットのホームページの活用等、適切

な措置が講じられていること。 

 

（５） 総代会の議事の記録には、各議決事項についての賛成数、

反対数等が明記されるとともに、総代会に提出された議案等

に係る保険会社による説明内容や各総代の発言内容等の詳細

が記載されていること。 

 

（６） 総代会の議事の記録は、インターネットのホームページの

活用等により社員に対し開示されていること。 

 

 

１－１１－１－３ 契約者懇談会等 

 

（１） 契約者懇談会が、総代会に先立って開催されているか。ま

た、契約者懇談会において契約者から出された主な意見・質

問等を記載した資料が、総代会の招集の通知に添付された上

で、総代会において報告されているか。 

（削除） 

 

 

（２） 契約者に対し契約者懇談会の開催を周知するために、店頭
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現   行 改  正  後 
れているか。また、参加を希望する契約者に対しその機会が

付与されているか。 

 

 

（注） 会場の収容人員の都合により対象人員を限定する場合は、

その旨及び対象者の選考方法が周知されているか留意する。

 

（３） 契約者懇談会において、契約者に対し経営状況が適切に説

明されているか。貸借対照表、損益計算書の要旨、その他参

考となるべき資料等が十分開示されているか。 

 

（４） 評議員会等において、その人選に当たって多様化が図られ

ているか。また、評議員会等の機能の充実のため、具体的な

措置が講じられているか。貸借対照表、損益計算書の要旨、

その他参考となるべき資料等が十分開示されているか。 

 

（５） 社員に対し、会社経営に関する意見等の申出方法、手続等

を周知する措置が講じられているか。 

 

における掲示、契約者宛の通知の利用、インターネットのホ

ームページの活用等、適切な措置が講じられているか。また、

参加を希望する契約者に対しその機会が付与され、開催日時

の多様化等、参加機会の拡大に努めているか。 

（削除） 

 

 

（以下同左） 
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現   行 改 正 後 

 

１－１５ その他 

 

１－１５－１ ～ １－１５－１２  (略) 

 

(新設) 

 

 

１－１５ その他 

 

１－１５－１ ～ １－１５－１２  (略) 

 

１－１５－１３  保険商品等に係るプログラムミスの発生防止 

 

 保険会社におけるシステム不備により保険契約者等に対し不利益を及ぼす

ことを防ぐため、保険商品の開発や改定等に際してのシステム開発において

は、次の点に留意して、プログラムミスの発生防止のための措置を講じてい

るか。 

 

 (1) システム開発時の連携 

 保険契約に係る新しい商品や仕組みを導入する場合（これらを変更する

場合を含む。）に、商品設計部門、事務設計部門及びシステム部門の間の

連携が十分図られているか。 

 連携にあたっては、①関係する部門間での連携のためのルール・責任範

囲が明確化されているか、②保険料・配当金等の重要な事項に関する計

算結果についてのシステム機能のチェックに、商品設計部門、事務設計部

門が主体的に関与しているか、③関係する部門間で、必要な情報が共有さ

れているか、④関係する部門の責任者や担当者が明確にされているか、

⑤システムの開発や変更の記録が、保存期間を定めて文書等で保管され

ているか、等に留意する。 
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現   行 改 正 後 

 

(2) システム開発時のチェック 

① 商品設計部門、事務設計部門及びシステム部門で連携して、商品や仕

組みの内容に照らして取扱いの差異が生じる場合を網羅する適切かつ

十分なケースを想定し、システム設計、プログラム設計及びテストを実施

しているか。 

② 保険料・配当金等の重要な事項に関する計算結果については、特に重

点的にチェックを実施しているか。また、システムの稼動に先立ち、チェッ

クの実施状況を確認しているか。 

③ 各部門におけるチェックについては、具体的な内容毎に、十分な検証

能力を有する者によって実施されているか。 

④ チェックの方法が適切に選択されているか。 

 

(3) システム開発後のチェック・管理 

① 商品設計部門及び事務設計部門は、新しい商品や仕組みの導入後に

おいても、必要に応じてサンプルチェック等を実施しているか。 

② 新しい商品や仕組みの導入にあたり、システム開発の一部について実

施時期を先延ばしした場合、その後のシステム開発における管理主体を

明確にした上で、商品設計部門、事務設計部門及びシステム部門で連携

してスケジュールを適切に管理しているか。 
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現   行 改  正  後 
 

２ 生命保険募集関係 

 

２－３ 生命保険募集人の登録事務 

 

（別紙２） 

生保会社コード一覧 

① 生命保険会社 

会社名 コード 会社名 コード 会社名 コード

日本 DA 三井 DS あいおい EH

アクサグループライフ DB 住友 DT 東京海上あんしん EJ 

マスミューチュアル DD ソニー DU 日動 EL 
ティ・アンド・ディ・フィ
ナンシャル DF 損保ジャパンひまわり DW 富士 EN

エイアイジー・スター DG クレディ・スイス DX スカンディア EO

太陽 DH プルデンシャル DY ジー・イー・エジソン EP

第一 DJ ピーシーエー DZ マニュライフ EQ

大同 DK オリックス EA 
損保ジャパンディー・
アイ・ワイ ER

安田 DN アクサ EB ハートフォード ES

富国 DO アイエヌジー EC 大和 ET 

朝日 DP 三井住友海上きらめき ED 
三井住友海上シティ
インシュアランス EU

ジブラルタ DQ 共栄火災しんらい EE あおば EV

明治 DR 日本興亜 EF   

 

 

 

２ 生命保険募集関係 

 

２－３ 生命保険募集人の登録事務 

 

（別紙２） 

生保会社コード一覧 

① 生命保険会社 

会社名 コード 会社名 コード 会社名 コード 

日本 DA 三井 DS あいおい EH 

アクサグループライフ DB 住友 DT
東京海上日動あんし
ん EJ 

マスミューチュアル DD ソニー DU (削る) (削る) 

ティ・アンド・ディ・フ
ィナンシャル DF 損保ジャパンひまわり DW 富士 EN 

エイアイジー・スター DG クレディ・スイス DX スカンディア EO 

太陽 DH プルデンシャル DY AIG エジソン EP 

第一 DJ ピーシーエー DZ マニュライフ EQ 

大同 DK オリックス EA
損保ジャパンディー・
アイ・ワイ ER 

(削る) (削る) アクサ EB ハートフォード ES 

富国 DO アイエヌジー EC 大和 ET 

朝日 DP 三井住友海上きらめき ED
三井住友海上シティ
インシュアランス EU 

ジブラルタ DQ 共栄火災しんらい EE あおば EV 

明治安田 DR 日本興亜 EF  
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３ 損害保険関係 

 

３－２ 損害保険代理店の登録関係 

 

（別紙 2） 

                                    別表１

代理申請会社別区分番号 

会社名 番号 会社名 番号 

三 井 住 友 ＊ 01 A I U 39 

共 栄 02 ロ ン ド ン 40 

日 本 興 亜 ＊ 03 ロ イ ズ 44 

三 井 住 友 04 ゲ ー リ ン グ 49 

損 保 ジ ャ パ ン ＊ 05 ス ミ セ イ 52 

あ い お い ＊ 06 損保ジャパン＊ 53 

あ い お い 08 ニ ッ セ イ同和＊ 54 

東 海 09 三 井 ラ イ フ 55 

ニ ッ セ イ 同 和 10 明 治 56 

セ コ ム 11 安 田 ラ イ フ 57 

日 動 12 安田ライフダイレクト 58 

損 保 ジ ャ パ ン ＊ 13 ウィンタートゥルスイス 65 

日 新 14 エ ー ス 66 

日 本 興 亜 15 チ ュ ー リ ヒ 67 

富 士 16 ゼ ネ ラ リ 68 

損 保 ジ ャ パ ン 17 ザ・ニュー・インディア 77 

 

３ 損害保険関係 

 

３－２ 損害保険代理店の登録関係 

 

（別紙 2） 

                                  別表１ 

代理申請会社別区分番号 

会社名 番号 会社名 番号 

三 井 住 友 ＊ 01 A I U 39 

共 栄 02 ロ ン ド ン 40 

日 本 興 亜 ＊ 03 ロ イ ズ 44 

三 井 住 友 04 ゲ ー リ ン グ 49 

損 保 ジ ャ パ ン ＊ 05 ス ミ セ イ 52 

あ い お い ＊ 06 損保ジャパン＊ 53 

あ い お い 08 ニ ッセイ同和＊ 54 

東 海 09 三 井 住 友 ＊ 55 

ニ ッ セ イ 同 和 10 明 治 56 

セ コ ム 11 安 田 ラ イ フ 57 

日 動 12 安田ライフダイレクト 58 

損 保 ジ ャ パ ン ＊ 13 あ い お い ＊ 65 

日 新 14 エ ー ス 66 

日 本 興 亜 15 チ ュ ー リ ッ ヒ 67 

富 士 16 ゼ ネ ラ リ 68 

損 保 ジ ャ パ ン 17 ザ・ニュー・インディア 77 
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朝 日 18 ア ク サ 82 

日 本 興 亜 ＊ 19 キ ュ ービーイー 83 

大 同 22 カ ー デ ィ フ 86 

セ ゾ ン 23 イーグル・スター 91 

ジ ェ イ ア イ 24 フ ェ デ ラ ル 93 

ア リ ア ン ツ 25 ザ・トラベラーズ 94 

ユナム・ジャパン 26 ロイヤル・アンド・サンアラ
イ ア ン ス

95 

ソ ニ ー 27 現 代 96 

三 井 ダ イ レ ク ト 28 ラ ン バ ー メ ン ズ 99 

コ フ ァ ス 35 損保ジャパンフィナン 
シャルギャランティ 3A 

アメリカン・ホーム 37 ユーラー・ヘルメス 4A 

＊ 当該番号については、合併前の既存代理店において使用する代理申

請会社別区分番号である。 

 
 

朝 日 18 ア ク サ 82 

日 本 興 亜 ＊ 19 キ ュービーイー 83 

大 同 22 カ ー デ ィ フ 86 

セ ゾ ン 23 イーグル・スター 91 

ジ ェ イ ア イ 24 フ ェ デ ラ ル 93 

ア リ ア ン ツ 25 ザ・トラベラーズ 94 

ユナム・ジャパン 26 ロイヤル・アンド・サンアラ
イ ア ン ス

95 

ソ ニ ー 27 現 代 96 

三 井 ダ イ レ ク ト 28 ラ ン バ ー メ ン ズ 99 

コ フ ァ ス 35 損保ジャパンフィナン 
シャルギャランティ 3A 

アメリカン・ホーム 37 ユーラー・ヘルメス 4A 

＊ 当該番号については、合併前の既存代理店において使用する代理

申請会社別区分番号である。 


